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1　負担金

(1)　負担金の概要

基金の業務に要する費用は、地方公共団体の負担金によって賄われます。地方公共団体は、定款で定める職務の職種による職員の区分に応じ、当該職務の種類ごとの職員に係る給与の総額に、定款で定める割合を乗じて得た額の合計額により負担金を算定し、基金に納付するとともに、報告書を提出することとなっています。（法第49～50条、規則第42～46条）

	
	納付期限
	内　　　　容
	備　　考

	概　算

負担金
	　5月15日
	前々年度の決算に計上された給与費総額（千円単位）により算定
	充当・納付

	確　定

負担金
	　翌年

　9月30日
	当該年度の決算に計上された給与費総額により算定し概算算定額との精算
	納付・還付・充当


　確定負担金（精算による算定額）が100円未満の場合、納付の必要はありません。

　証拠書類は、納付額が発生しない場合も提出が必要です。

(2) 　給与の総額

給与の総額とは、給料、報酬、賃金、手当その他名称のいかんを問わず、地方公共団体により支払われる給与（退職手当、児童手当を除く。）の総額をいいます。

　選挙に係る手当等（各議会議員選挙、首長選挙、委員会委員選挙等に係る手当等も給与に含む。）毎年支出のない給与（手当）もありますので注意が必要です。

　住居手当、通勤手当等で消費税分を含めて支給されている場合は、消費税込みの支給額によります。

　普通地方公共団体の長（他の特別職の職員を含む。）または職員が、広域連合や一部事務組合の長（管理者）または職員を兼ねている場合（兼務職が議会の議員の場合を除く。）は、それぞれの団体から支給される給与（名称を問わない。）が、それぞれの団体の負担金算定の基礎となります。

(3)　職員の区分及び負担金率

負担金算定の基礎となる職員は、地公災法の適用対象となる職員であり、常勤職員（特別職、一般職）及び令第１条職員（第1章1、(5)参照）がこれに当たりますが、その区分及び負担金率（給与の総額に乗ずる割合）は次表のとおりです。

職員区分及び負担金率表　　　　　　　　（令和５年度適用）

	職員の区分及び負担金率
	職　　　　員　　　　の　　　　範　　　　囲

	義務教育学校職員

1,000分の1.00
	公立の小学校、中学校並びに特別支援学校の小学部及び中学部の職員であって、市町村立学校職員給与負担法第1条に掲げるもの

（※県がその給与を負担する職員が該当するため、市町村、広域連合及び一部事務組合には、この区分に該当する職員はいません。）

	義務教育学校職員以外の教育職員

1,000分の1.07
	義務教育学校職員（上記区分に該当する職員）以外の公立学校の職員並びに教育委員会及びその所管に属する教育機関（公立学校を除く。）の職員（公立高等学校及び幼稚園の職員、公立義務教育諸学校の市町村単独負担教職員、教育委員会所管の図書館･公民館･給食センター等の職員等）

	警察職員

1,000分の3.39
	都道府県警察の職員（警察官及び事務職員。国家公務員である職員を除く。）

(市町村、広域連合及び一部事務組合には、この区分に該当する職員はいません。)

	消防職員

1,000分の2.45
	消防本部及び消防署の職員（消防吏員及び事務職員。）並びに常勤の消防団員

	電気、ガス、水道事業職員

1,000分の1.65
	電気、ガス、水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業に従事する職員（技術職員、事務職員）

（簡易水道事業職員、農業集落排水事業職員を含む。）

	運輸事業職員

1,000分の1.95
	鉄道、軌道、索道、航空機、自動車、軽車両又は船舶による旅客又は貨物の運送事業その他貨物取扱事業に従事する職員（技術職員、事務職員）（リフト、ゴンドラ等の管理運営職員は索道事業職員に含まれます。）

	清掃事業職員

1,000分の4.18
	清掃事業に従事する職員（技術職員、事務職員）

	船員

1,000分の4.12
	船員法第1条に規定する船員である職員

（長野県内には、この区分に該当する職員はいません。）

	その他の職員

1,000分の1.08
	上記の職員以外のすべての職員


　外郭団体（公社、公団）、民間団体等へ派遣している職員については、地公災法の適用がなく労災法の適用を受けることとなりますので、負担金の算定から除きます。
　常勤的非常勤職員の要件を満たした職員については、当該年度の確定負担金算定時に当該職員分を含めて算定し、精算をします。

　単一の事業を行っている一部事務組合等における職員は、すべての職員が当該事業の属する職員区分に該当しますが、複数の事業を行う一部事務組合等においては、各事業職員はそれぞれ当該事業の属する職員区分に該当し、各事業に共通する管理的業務（総務・庶務）に従事する職員は「その他の職員」に該当します。

(4)　負担金の算定・精算・納付額
ア　概算負担金の算定

前々年度決算に計上された各職員区分の職員の給与総額と各職員区分の負担金率との積を小数点以下第1位で切り捨てた額に、更に理事長が定める率を乗じて算定します。


　　　　　　　　×　　　　　×　　　　　＝　　　　　　　　　　　　＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　　　　　　＝

　過年度確定負担金精算による充当額がない場合は、概算算定額が納付額となります。

イ　確定負担金の算定及び精算


                      ××　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　＝

※（円未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　 ＝

　差引（＝精算）負担金額が過納の場合は還付又は次年度概算負担金へ充当

　差引（＝精算）負担金額が100円未満の場合は、納付の必要はありませんが、確定負担金報告書の提出は必要です。

ウ　概算負担金と確定負担金の関係
〔ｎ年－1年〕　　　　　　　　　　　　　〔ｎ　年〕　　　　　　　　　　　　〔ｎ年＋1年〕








(5)　その他

ア　確定負担金の報告には、原則としてすべての会計(一般会計、特別会計）の歳出決算事項別明細書の原本を添付してください。

イ　歳出決算事項別明細書の節ごとに職員の数等が明記されていない場合、あるいは派遣等で職員数、給与費に変更のある場合は、その旨余白（備考欄）に明記してください。特に、児童手当の算入の有無、公営企業会計における賞与引当金取崩額や通勤手当として支給した消費税分の算入について、明確になるよう注意してください。
2　不服申立て

(1)　不服審査制度の目的

基金は、各認定請求に対して個々の事案に即し慎重に検討した上で認定を行い、また、補償の支給請求についても十分審査した上で決定を行っていますが、これらの決定について納得できないという場合も考えられ、司法による救済の前に被災職員の権利の救済をまず行政内部において迅速かつ公平に行うことを目的とした制度です。

支部長が行う補償に関する決定について不服がある者は、支部審査会に対して審査請求をし、その決定に不服がある者は、さらに本部審査会に対して再審査請求ができることとされています。（法第51条）
　(2)　審査会

審査会は、審査請求に対する審査の公正を期する上から、基金が行う認定・補償事務から独立した、第三者的審査機関として支部及び本部に置かれています。

　(3)　審査請求の対象

審査請求をすることができる処分は、支部長が行う補償に関する決定であり、主なものは次の

とおりです。（個々の決定にあたり教示を行います。）

ア　公務上外の認定･通勤災害該当非該当の認定

イ　療養の方法に関する決定

ウ　補償金額の決定

エ　遺族補償の受給権者の決定

オ　障害等級の決定等

　福祉事業に関する決定や治ゆ認定は、審査請求の対象とはなりませんが、福祉事業に関する決定については、その決定を行った支部長に対して書面で不服の申出をすることができることとなっています。

(4)　審査請求の前置

支部長の処分に不服がある場合には、行政事件訴訟として、支部長の処分の取消しの訴えを

裁判所に提起できますが、その際、審査請求の裁決前置主義を採っているため、原則として支

部又は本部審査会の各裁決を経た後でなければ、訴えを提起することはできないとされています。（法第56条）

　審査請求をした日の翌日から起算して3か月を経過しても支部審査会の裁決がないときは、支部審査会が審査請求を棄却したものとみなして、本部審査会に対して再審査請求又は裁判所へ処分の取消しの訴えを提起することができることとなっています。

　本部審査会に対して再審査請求がされた日の翌日から起算して3か月を経過しても裁決がないときは、処分の取消しの訴えを提起することができることとなっています。

(5)　審査請求の手続

ア　審査請求は、書面（審査請求書）でなされることが必要であり、正副2通を提出しなければならないとされています。

イ　審査請求書の記載事項

1 審査請求人の氏名、年齢及び住所

2 審査請求に係る処分

3 審査請求に係る処分があったことを知った日

4 審査請求の趣旨及び理由

5 支部長の教示の有無及びその内容

6 審査請求の年月日
7 代理人によって審査請求をする場合は、代理人の氏名、住所

　不服申立ての手続（申立ての方式、審査、裁決等）及び裁決の効力等については、行政不服審査法が全面的に適用されます。

　不服申立ての流れ




























3　行政手続法との関係

(1)　行政手続法の目的
行政手続法は、行政庁の処分、行政指導及び届出に関する手続に関して、共通する事項を定めることによって、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、もって国民の権利利益の保護に資することを目的としています。（同法第1条）

(2)　基金の行う補償の実施との関係

基金が行う地方公務員災害補償の実施については、次のとおり取り扱うこととされています。

ア　審査基準及び処分基準の公表

審査基準及び処分基準に該当する通知等は、支部及び任命権者の災害補償担当窓口において、閲覧に供するか求めに応じて提示します。

イ　公務外の認定等の理由の提示

公務外の認定（通勤災害非該当の認定を含む。）、補償の請求の不支給決定等及び年金たる補償の年金額改定を行う場合は、当該処分の通知において、その理由を書面で提示します。

ウ　情報の提供

支部及び任命権者は、請求者の求めに応じ当該請求に係る審査の進行状況及び処分の時期の見通しを示すよう努めるとともに、請求書の記載及び添付書類に関する事項等、請求に必要な情報の提供を求められた場合には、これら情報の提供に応じるよう努めます。

ただし、情報の提供には請求の認否の判断に係る見通しは含まれません。

エ　福祉事業の取扱い

福祉事業に関する支給決定は、法令に基づく処分ではないため行政手続法の適用はありませんが、行政手続法の趣旨に沿い補償の取扱いに準じた取扱いをすることとされています。

オ　標準処理期間の設定

審査及び処分の標準処理期間は、次頁の表のとおりですが、判断資料の分析に時間を要する等判断が極めて困難な事案については、標準処理期間を超えて審査を行う場合があります。

また、請求が法令に定められた請求の形式上の要件に適合しない場合又は法令以外の通知等により必要とされている記載事項及び添付資料について不備がある場合は、原則として、速やかに期間を定めて補正を求めますが、この補正に要する期間は標準処理期間に含みません。

　被災職員から請求等があった場合には、所属においても迅速な処理に努めるとともに、基金長野県支部への書類送付が遅延し、標準処理期間を超過するような場合は、事前に基金長野県支部へ連絡する等の措置を講じてください。

　請求は、必要とされる添付書類を整えて行うものですから、請求年月日の記入に当たっては、所属においてその旨指導してください。

標 準 処 理 期 間 一 覧 表

	補償の種類
	決　　定　　内　　容
	任 命 権 者 にお け る 標 準処 理 期 間
	基　  金  　に

お け る 標 準

処 理 期 間
	合計期間

	療養補償及び休業補償
	当初の支給（不支給）決定（負傷）
	1月
	1月
	2月

	
	当初の支給（不支給）決定（負傷に起因する疾病等）
	2月
	4月
	6月

	
	当初の支給（不支給）決定（精神疾病）
	2月
	6月
	8月

	
	2回目以降の支給（不支給）決定
	　
	
	1月

	障害補償
	支給（不支給）決定
	
	
	4月

	介護補償
	当初の支給（不支給）決定
	
	
	4月

	
	2回目以降の支給（不支給）決定
	
	
	1月

	遺族補償
及び

葬祭補償
	支給（不支給）決定（負傷による死亡）
	2月
	2月
	4月

	
	支給（不支給）決定（負傷に起因する疾病等と相当因果関係をもって生じた死亡）
	2月
	4月
	6月

	
	支給（不支給）決定（精神疾病と相当因果関係をもって生じた死亡）
	2月
	6月
	8月


　この表において、「負傷に起因する疾病等」とは、地方公務員災害補償法施行規則（昭和42年自治省令第27号）第１条の３各号及び別表第１第１号から第８号までに規定する疾病をいい、「精神疾病」とは、同表第９号に規定する疾病をいうものです。
　療養補償及び休業補償の「当初の支給（不支給）決定」の標準処理期間には、公務（地方独立行政法人法第55条に規定する一般地方独立行政法人の業務を含む。以下同じ。）上の災害（通勤による災害を含む。以下同じ。）であるかどうかの認定に要する期間も含まれます。

　療養補償及び休業補償について、公務上の災害の認定後に当初の支給請求がなされた場合には、当該請求の支給（不支給）決定に要する標準処理期間は「2回目以降の支給（不支給）決定」の標準処理期間によります。

　障害補償の「支給（不支給）決定」の標準処理期間には、等級決定に要する期間も含まれ

ます。

　介護補償の「支給（不支給）決定」の標準処理期間には、介護を要する状態の区分の決定

に要する期間も含まれます。

　遺族補償及び葬祭補償の「支給（不支給）決定」の標準処理期間には、公務上の災害であるかどうかの認定及び遺族の決定に要する期間も含まれます。
　「任命権者における標準処理期間」とは、窓口において請求を受理してから支部に到達する

までの期間をいうものです。

「基金における標準処理期間」とは、任命権者から請求が到達してから支給する日又は不支給決定を通知した日までの期間をいうものです。
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ＮＯ





④裁　　決





②の決定確定又は新たな決定





裁決確定





②決定





ＹＥＳ





裁　　　判　　　所





④の裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内





⑤-2提　　訴





④の裁決容認





基　金　支　部





ＮＯ





基 金 審 査 会





裁決があったことを知った日の翌日から起算して１か月以内





⑤再審査請求





⑥裁　　決





⑤再審査請求





③の審査請求をした日の翌日から起算して３か月を経過しても支部審査会の裁決がない場合





④の裁決を待つこともできます





⑤-2提　　訴





①請求





②の決定確定又は新たな決定





裁決確定





ＹＥＳ





⑥の裁決容認





⑥の裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内





⑦提　　訴





ＮＯ





⑥-2、⑧　　判　　決





②の決定確定又は新たな決定





判決確定





⑥-2又は⑧の判決容認





ＹＥＳ





ＮＯ





⑨上訴（控訴・上告）
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